
 

 

報第１号 

 

 

令和４年度神奈川県教科用図書選定審議会委員の委嘱 

等について 

 

 

 

 令和４年度神奈川県教科用図書選定審議会委員の委嘱等について

急施を要したため、神奈川県教育委員会教育長に対する事務委任等

に関する規則第２条第２項の規定により事務を臨時に代理しました

ので、同条第３項の規定により報告します。 

 

 

 

令和４年４月 15 日提出 

 

 

 

 

 

神奈川県教育委員会 

教育長  花  田  忠  雄  

 



令和４.４.１～令和４.８.31　

にしがや　じゅんこ

西ヶ谷　純子

にしき　あきえ

錦　昭江

たてばやし　きぬえ

立林　絹枝

ながた　ようこ

永田　洋子

うらなか　なおと

浦中　直人

やまもと　さき

山本　早紀

まつやま　あい

松山　愛

かたやま　あきら

片山　晃

よしの　まさひろ

吉野　雅裕

おおつか　ちあり

大塚　ちあり

おおた　ひろし

太田　洋

さとう　あきこ

佐藤　明子

わたなべ　りょう

渡邊　亮

たむら　にしき

田村　にしき

こばやし　まき

小林　真希

たなか　けいすけ

田中　恵介

令和４年度　神奈川県教科用図書選定審議会委員名簿

選出
区分

１号

〃

〃

〃

〃

〃

２号

〃

〃

15 神奈川県PTA協議会　専務理事

16 神奈川県特別支援学校知的障害教育校PTA連合会　書記

〃

〃

13 海老名市教育委員会教育部教育支援課　主査兼指導主事

14 鎌倉女子大学児童学部児童学科　准教授

〃

３号

8 神奈川県教育委員会教育局支援部子ども教育支援課　指導主事

10 横浜市教育委員会　教育委員

9 平塚市教育委員会　教育長

〃

11 鎌倉市教育委員会教育文化財部教育指導課　課長

12 相模原市教育委員会教育局学校教育部青少年相談センター教育支援班　指導主事

〃

〃

7 神奈川県教育委員会教育局県央教育事務所指導課　指導主事

6 横浜国立大学教育学部附属横浜中学校　教諭

4 川崎市立柿生中学校　総括教諭

5 中井町立中村小学校　総括教諭

2 鎌倉女学院中学校・高等学校　校長

3 神奈川県立藤沢養護学校　校長

項番 氏　　名 役　　　　　　職　　　　　　名　　

1 横須賀市立池上中学校　校長

（備 考）

選定審議会の委員構成は、「義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法

律施行令（昭和39年政令第14号）」第９条第１項各号で定められている。

１号委員：校長・教員

２号委員：行政

３号委員：学識経験者（保護者等）



報第１号関係

にしがや　 じゅんこ しながわ　 やよい

西ヶ谷　純子 品川　弥生

にしき　 あきえ にしき　 あきえ

錦　昭江 錦　昭江

たてばやし　 きぬえ いそべ　 つねお

立林　絹枝 礒部　恒雄

ながた　 よう こ かみなか　 よう こ

永田　洋子 上中　陽子

う らなか　 なおと やまも と 　 と しゆき

浦中　直人 山本　俊幸

やまも と 　 さ き いしかわ　 めい

山本　早紀 石川　明

まつやま　 あい かと う 　 なおこ

松山　愛 加藤　直子

かたやま　 あきら やまだ　 まこ と

片山　晃 山田　真

よしの　 まさひろ いわもと 　 まさひろ

吉野　雅裕 岩本　將宏

おおつか　 ちあり あらかわ　 ゆみこ

大塚　ちあり 荒川　由美子

おおた　 ひろし く らがの　 しげる

太田　洋 倉賀野　滋

さ と う 　 あきこ おおい　 よしあき

佐藤　明子 大井　慶亮

わたなべ　 り ょ う つだ　 ゆう こ

渡邊　亮 津田　裕子

たむら 　 にしき たむら　 にしき

田村　にしき 田村　にしき

こ ばやし　 まき かまがみ　 まき

小林　真希 鎌上　真樹

たなか　 けいすけ ねも と 　 と も こ

田中　恵介 根本　知子

　（備考）

○

１ 号委員 →　 校長･教員

２ 号委員 →　 行政

３ 号委員 →　 学識経験者（ 保護者等）

〃

令和４ 年度 　 神奈川県教科用図書選定審議会委員新旧名簿

神奈川県PTA協議会　役員

神奈川県特別支援学校知的障害教育
校PTA連合会　書記

小田原市教育委員会教育部教育指導
課　指導主事

鎌倉女子大学児童学部児童学科　准教
授

選定審議会の委員構成は、 「 義務教育諸学校の
教科用図書の無償措置に関する法律施行令（ 昭
和39年政令第14号） 」 第9条第１ 項各号で定めら
れている。

〃

3号

〃

〃
神奈川県特別支援学校知的障害教育
校PTA連合会　書記

海老名市教育委員会教育部教育支援
課　主査兼指導主事

〃 神奈川県PTA協議会　専務理事

３号
鎌倉女子大学児童学部児童学科　准教
授

川崎市教育委員会学校教育部宮前区・
教育担当　担当課長

〃
鎌倉市教育委員会教育文化財部教育
指導課　課長

〃
横浜市教育委員会学校教育企画部教
育課程推進室　主任指導主事

〃

〃
相模原市教育委員会教育局学校教育
部青少年相談センター教育支援班　指
導主事

〃

藤沢市教育委員会　教育長〃 平塚市教育委員会　教育長

〃 横須賀市教育委員会　教育委員

〃

〃 横浜市教育委員会　教育委員

神奈川県教育委員会教育局中教育事
務所指導課　指導主事

２号
神奈川県教育委員会教育局県央教育
事務所指導課　指導主事

〃
神奈川県教育委員会教育局支援部子ど
も教育支援課　指導主事

2号

〃
神奈川県教育委員会教育局支援部子ど
も教育支援課　指導主事

綾瀬市立北の台中学校　総括教諭〃 中井町立中村小学校　総括教諭

〃
横浜国立大学教育学部附属横浜小学
校　教諭

〃

〃
横浜国立大学教育学部附属横浜中学
校　教諭

神奈川県立武山養護学校　校長

〃 相模原市立作の口小学校　総括教諭

〃 神奈川県立藤沢養護学校　校長 〃

〃 川崎市立柿生中学校　総括教諭

鎌倉市立山崎小学校　校長

〃 鎌倉女学院中学校・高等学校　校長 〃 鎌倉女学院中学校・高等学校　校長

１号 横須賀市立池上中学校　校長 １号

新委員 旧委員
選出
区分

氏　名 役　　　　　　職　　　　　　名
選出
区分

氏　名 役　　　　　　職　　　　　　名

-1-
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義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律（抜粋） 

（昭和 38年 12 月 21 日 法律第 182 号） 

 

 第３章 採択 

（都道府県の教育委員会の任務） 

第 10 条 都道府県の教育委員会は、当該都道府県内の義務教育諸学校において使用

する教科用図書の採択の適正な実施を図るため、義務教育諸学校において使用する

教科用図書の研究に関し、計画し、及び実施するとともに、市（特別区を含む。以

下同じ。）町村の教育委員会及び義務教育諸学校（公立の義務教育諸学校を除く。）

の校長の行う採択に関する事務について、適切な指導、助言又は援助を行わなけれ

ばならない。 

 

（教科用図書選定審議会） 

第 11 条 都道府県の教育委員会は、前条の規定により指導、助言又は援助を行なお

うとするときは、あらかじめ教科用図書選定審議会（以下「選定審議会」という。）

の意見をきかなければならない。 

２ 選定審議会は、毎年度政令で定める期間、都道府県に置く。 

３ 選定審議会は、条例で定める人数の委員で組織する。 
 
 
義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律施行令（抜粋） 

（昭和 39年２月３日 政令第 14 号） 
 
（教科用図書選定審議会の設置期間） 

第７条 教科用図書選定審議会（以下「選定審議会」という。）を置く期間は、４月１

日から８月 31日までとする。 
 
（選定審議会の所掌事務） 

第８条 選定審議会は、都道府県の教育委員会の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査

審議し、及び必要と認めるときは、これらの事項について都道府県の教育委員会に

建議する。 

一 市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会及び義務教育諸学校（公立の

義務教育諸学校を除く。）の校長の行う教科用図書の採択に関する事務について

都道府県の教育委員会の行う採択基準の作成、選定に必要な資料の作成その他指

導、助言又は援助に関する重要事項 

二 都道府県の設置する義務教育諸学校において使用する教科用図書の採択に関

する事項 
 
（選定審議会の委員） 

第９条 選定審議会の委員は、次に掲げる者のうちから、都道府県の教育委員会が任

命する。この場合において、第１号に掲げる者のうちから任命される委員の数は、

委員の定数のおおむね３分の１になるようにしなければならない。 

一 義務教育諸学校の校長及び教員 

二 都道府県の教育委員会の事務局に置かれる指導主事その他学校教育に専門的

知識を有する職員並びに市町村の教育委員会の教育長、委員及び事務局に置かれ

る指導主事その他学校教育に専門的知識を有する職員 

関係法令等資料 
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三 教育に関し学識経験を有する者 

２ 教科用図書の採択に直接の利害関係を有する者は、選定審議会の委員となること

ができない。 
 
（教育委員会規則への委任） 

第10条 前条に定めるもののほか、選定審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

都道府県の教育委員会規則で定める。 
 
（採択の時期） 

第 14 条 義務教育諸学校において使用する教科用図書の採択は、当該教科用図書を

使用する年度の前年度の８月 31日までに行わなければならない。 

２ ９月１日以後において新たに教科用図書を採択する必要が生じたときは、速やか

に教科用図書の採択を行わなければならない。 
 
（同一教科用図書を採択する期間） 

第 15条 法第 14 条の規定により種目ごとに同一の教科用図書を採択する期間（以下

この条において「採択期間」という。）は、 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）

附則第９条に規定する教科用図書を採択する場合を除き、４年とする。 

２ 採択期間内において採択した教科用図書（以下この条において「既採択教科用図

書」 という。）の発行が行われないこととなった場合その他の文部科学省令で定

める場合 には、新たに既採択教科用図書以外の教科用図書を採択することができ

る。 

３  前項に規定する場合（教育課程の基準の変更に伴い既採択教科用図書の

発行が行われないこととなった場合を除く。）において、新たに採択する教

科用図書についての採択期間は、第１項の規定にかかわらず、既採択教科用

図書についての採択期間から文部科学省令で定める期間を控除した期間と

する。 
 
 
神奈川県教科用図書選定審議会委員の定数に関する条例 

（昭和39年・神奈川県条例第70号） 
 
 義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律（昭和38年法律第182号）第

11条第２項の規定に基づいて設置される神奈川県教科用図書選定審議会の委員の定

数は、15人以上20人以内とする。 
 
 
神奈川県教科用図書選定審議会規則（抜粋） 

（昭和39年・神奈川県教育委員会規則第５号） 
 
（組織） 

第２条 審議会は、毎年度、神奈川県教育委員会が任命した委員で組織する。 

２ 委員の任期は、毎年度、４月１日から同年８月31日までとする。ただし、補欠

委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 
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（会長及び副会長） 

第３条 審議会に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、審議会を主宰し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 
 
（議事） 

第４条 審議会の会議は、会長が召集する。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開き、議決をすることができ

ない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決する

ところによる。 

４ 前項の場合においては、会長は、委員として議決に加わる権利を有しない。 
 
（専門調査員） 

第５条 専門の事項を調査研究するため、審議会に専門調査員を置く。 

２ 専門調査員は、当該専門の事項に関し学識経験を有する者のうちから、神奈川

県教育委員会教育長（以下「教育長」という。）が任命する。 

３ 教科用図書の採択に直接の利害関係を有する者は、専門調査員となることがで

きない。 

４ 専門調査員は、非常勤とする。 
 
 
神奈川県教育委員会教育長に対する事務委任等に関する規則（抜粋） 
 
（付議事項） 

第２条 次の各号に掲げる事項は、教育委員会の会議に付さなければならない。 

 (10)附属機関の委員の任免、委嘱及び解嘱に関すること。 

２ 前項各号に掲げる事項の処理について急施その他やむを得ない事情があるとき

又はあらかじめ教育委員会の指示を受けた事項は、教育長が、その事務を臨時に代

理することができる。 

３ 教育長は、前項の規定により事務を臨時に代理したときは、その旨を直近の会議

に報告するものとする。ただし、あらかじめ教育委員会の指示を受けた事項につい

ては、この限りでない。 

 
 
本県における義務教育諸学校の教科用図書の採択について（別表参照） 
 
(1) 無償措置法に基づき、教科用図書採択地区を設定（25地区/平成 29 年４月１

日）するとともに、毎年度教科用図書選定審議会（条例により委員定数 15～20

人、任期８月 31 日まで。以下「審議会」という。）を設け、この審議会の意見を

聞いて、県教育委員会として採択方針を定め、それをもとに市町村の教育委員会

等に対し、教科用図書の採択に関し、指導、助言又は援助を行う。 
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(2) 市町村の教育委員会等の採択権者は、県の指導、助言等を受けて種目ごとに１

種の教科用図書を採択する。ただし、採択地区内に２以上の市町村が存するとき

は、当該採択地区内の市町村教育委員会が採択地区協議会を設け、その協議の結

果に基づき、種目ごとに同一の教科用図書を採択する。種目ごとに同一の教科用

図書を採択する期間は４年間である。（学校教育法（昭和 22年法律第 26号）附

則第９条に規定する教科用図書を除く。） 
 
※ 学校教育法附則第９条…高等学校、中等教育学校の後期課程及び特別支援学校並

びに特別支援学級においては、当分の間、第 34 条第１項（第 49条、第 49条の８、

第 62 条、第 70 条第１項及び第 82 条において準用する場合を含む。）の規定にか

かわらず、文部科学大臣の定めるところにより、第 34 条第１項に規定する教科用

図書以外の教科用図書を使用することができる。 

 



○義務教育諸学校の教科用図書採択について

(１)　採択の時期　令和４年８月31日までに行う

(２)　採択までの流れ

【別表】

※ 令和４年度は設置せず

各市町村教育委員会
（複数市町村で採択

地区を構成）
３地区 11市町村

各市町教育委員会
（単独の市町で採択

地区を構成）
22市町

義務教育諸学校長
（公立を除く）

採

択

権

者

採択地区協議会等

調 査 員 会

調査依頼報告

指導・助言・援助

神奈川県教科用図書選定審議会

令和４年度・委員16人・任期４／１～８／31
専門調査員会

調査依頼

報 告

採択状況報告
（市町村教委）

諮

問

答

申

県

教

育

委

員

会

採 択

県立義務教育諸学校

・県立特別支援学校小学部及び中学部
・県立中等教育学校前期課程

専 門 委 員 会

方
針
決
定

希望表提出
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